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税務情報 

国税庁 － 所得合算ルールに相当する制度に係る通達の公表 

2024 年度税制改正では、2023 年度税制改正で創設された、OECD/G20 の BEPS

包摂的枠組みにおいて合意された第 2 の柱に係るグローバル・ミニマム課税の
うち所得合算ルール（IIR: Income Inclusion Rule）に相当する「各対象会計年
度の国際最低課税額に対する法人税」（以下、日本版 IIR）について、OECD よ
り公表された執行ガイダンスの内容や国際的な議論の内容を踏まえた制度の明
確化等の観点からの見直しが行われました。 

8 月 9 日、国税庁は、2024 年度税制改正における日本版 IIR の改正に対応した
以下の改正通達を公表しました。 

 「法人税基本通達等の一部改正について」（法令解釈通達）（2024 年 8 月 5

日付） 

この改正通達は「第 1 法人税基本通達関係」（PDF 420KB）、「第 2 租税特別措
置法関係通達（法人税編）関係」（PDF 95KB）及び「第 3 『法人税基本通達の
一部改正について』通達関係」（PDF 121KB）から構成されており、たとえば、
以下の取扱いが示されています。 

【第 1 法人税基本通達関係】 

2024 年度税制改正では、特定多国籍企業グループ等に属する構成会社等が日本
以外の国・地域において一定の要件を満たす自国内最低課税額（以下、QDMTT）
に係る税を課することとされている場合には、その対象会計年度のその構成会
社等の所在地国に係るグループ国際最低課税額を零とすることができる
QDMTT セーフハーバーが創設されました。 

上記の「一定の要件」には、（i）その特定多国籍企業グループ等に属する全ての
構成会社等の所在地国等財務諸表（*）が作成されている場合には、その所在地国
等財務諸表に係る所在地国等財務会計基準に従ってこれらの構成会社等の当期
純損益金額に相当する金額を計算することとされ、（ii）これらの構成会社等の
うちいずれかの構成会社等の所在地国等財務諸表（*）が作成されていない場合に
は、一定の規定に基づきその当期純損益金額を計算することとされていること、
という要件が含まれています。 
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（*） その作成に係る期間がその特定多国籍企業グループ等の対象会計年度と同
一であるものに限られます。 

この QDMTT セーフハーバーについて、以下の通達が新設されました。 

《18－2－8 の 2 所在地国等財務諸表が作成されていない場合》 

QDMTT セーフハーバーに係る要件の判定にあたり、上記（i）に掲げる場合で
あっても、その所在地国等財務諸表の作成に係る期間が特定多国籍企業グルー
プ等の対象会計年度と同一でない場合には、上記（ii）の「作成されていない場
合」に該当することが留意的に明らかにされています。 

【第 3 「法人税基本通達の一部改正について」通達関係】 

特定多国籍企業グループ等の各対象会計年度に係る国別報告事項等が所轄税務
署長等に提供された場合において、その特定多国籍企業グループ等に属する一
定の構成会社等が、2024 年 4 月 1 日から 2026 年 12 月 31 日までの間に開始す
る対象会計年度（2028 年 6 月 30 日までに終了するものに限られます。）におい
て（i）デミニマス要件、（ii）簡素な実効税率要件又は（iii）通常利益要件のい
ずれかを満たし、かつ、その特定多国籍企業グループ等の各対象会計年度に係
る特定多国籍企業グループ等報告事項等を提供する等の一定の要件を満たした
場合には、グループ国際最低課税額を零とすることができる移行期間 CbCR セ
ーフハーバー（経過措置）の適用を受けることができます。 

2024 年度税制改正では、この移行期間 CbCR セーフハーバーについて様々な改
正が行われましたが、これに伴い、たとえば以下の通達が新設されました。 

《経過的取扱い（3）… 特定会計処理に準ずる会計処理》 

2024 年度税制改正において、構成会社等が移行期間 CbCR セーフハーバーの適
用を受ける場合における国別報告事項は、連結等財務諸表を基礎として作成さ
れたものに限ることとされ、一定の場合を除き、この連結等財務諸表には特定
会計処理又はこれに準ずる会計処理を適用することが認められる連結等財務諸
表は含まれないこととされました。 

本通達では、上記の「これに準ずる会計処理」とは、会社等が企業グループ等
に新たに属することとなる場合において、その企業グループ等に係る最終親会
社等の連結等財務諸表におけるその会社等の資産・負債の帳簿価額を用いてそ
の最終親会社等のいわゆる連結パッケージを作成する会計処理をいうことが明
らかにされています。 

《経過的取扱い（5）… その他これに準ずる金額の例示》 

2024 年度税制改正において、調整後税引前当期利益の額について、構成会社等
が資金供与会社等から直接又は間接に受ける資金の供与（2022 年 12 月 15 日
以前に行われた取引を除きます。）であって、これらの取引に係る一定の費用又
は損失の額がその構成会社等のその対象会計年度に係る連結等財務諸表に計上
されるものとして一定の要件を満たすものに係る費用又は損失の額を減算しな
いで計算することとされました。 

上記の「一定の要件」には、「その資金供与会社等の所得の金額の計算上、これ
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らの取引に係る益金の額に算入される金額がないこと」とする要件があり、そ
の「益金の額に算入される金額」からは、「その益金の額に算入される金額のう
ち、法人税法第 57 条第 1 項又はこれに相当する規定によりその資金供与会社
等の所得の金額の計算上、損金の額に算入される一定の金額に対応する部分の
金額その他これに準ずる金額」等が除かれています。 

本通達では、上記の「その他これに準ずる金額」には、たとえば、租税特別措置
法第 66 条の 5 の 3 第 1 項又は第 2 項（過大支払利子税制における超過利子額
の損金算入）の規定により、資金供与会社等の超過利子額に相当する金額又は
調整対象超過利子額に相当する金額（外国におけるこれらに相当するものを含
みます。）として損金の額に算入される金額に対応する部分の金額が含まれるこ
とが明らかにされています。 

*** 

今回公表された通達のうち主要な項目について解説する「法人税基本通達等の
主要改正項目について」（PDF 173KB）では、昨年公表された日本版 IIR に係る
通達（*）の解説と同様、今回の法人税基本通達等の一部改正の背景や留意点等が
以下のように示されています。 

 OECD/G20 の BEPS 包摂的枠組みにおいて承認されたモデルルール、コメ
ンタリー及び執行ガイダンス等（以下、モデルルール等）は、各国又は地域
に対してグローバル・ミニマム課税の導入を義務付けるものではなく、コモ
ン・アプローチとしての位置付けとされているが、各国又は地域がグローバ
ル・ミニマム課税を導入する場合には、モデルルール等に沿った運用が求め
られている。

 このような背景から、今回の法人税基本通達等の一部改正においても、その
法令解釈についてはモデルルール等の趣旨を十充に踏まえて行われたもの
であり、また、諸外国の税制や会計制度は区々であることから一義的な取扱
いを定めることができないようなケースについては、例示をするにとどめて
いる。

 したがって、通達中に例示がない、通達に定められていない等の理由で法令
の規定の趣旨、本制度の導入の背景等に即しない解釈に陥ることのないよう
留意が必要である。

（*）KPMG Japan e-Tax News No.291「国税庁 － 所得合算ルールに相当する
制度に係る通達の公表」（2023 年 10 月 3 日発行）でご紹介しています。 
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